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中間配当制度の有無 有

平成13年12月中間期の業績(平成13年7月1日～平成13年12月31日)

(１)　経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭
（ ）
（ ）
（ ）

(注） ① 期中平均株式数 平成13年12月中間期 株 平成12年12月中間期 株 平成13年6月期 株

② 会計処理の方法の変更 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２)　配当状況

円 銭 円 銭

（３）　財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注） 期末発行済株式数 平成13年12月中間期 株 平成12年12月中間期 株 平成13年6月期 株
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△ 300

中間財務諸表作成基準

-
-

-
中間財務諸表作成基準
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11,129

11,252
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0
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平成12年12月中間期

10,776

98.5

96.8
99.411,375

平成13年12月中間期
平成12年12月中間期
平 成 13 年 6 月 期

平成13年12月中間期

東 京 都

△ 10,910.19△ 432

売上高

(当期)純利益

△ 14,146.19
△ 5,275.32

営業利益

-

平成13年12月中間期
平成12年12月中間期
平 成 13 年 6 月 期

平 成 13 年 6 月 期

平成13年12月中間期
平成12年12月中間期

経常利益

中間(当期)純利益 1株当たり中間 会計処理基準

△ 249
△ 130
△ 274

△ 263522
501

1,055

△ 561
△ 209

総資産

中間配当金

0 0

-

1株当たり 1株当たり
年間配当金

平 成 13 年 6 月 期
0

0

39,630

39,701 39,630 39,630

1株当たり株主資本株主資本比率株主資本

265,727.16
285,232.88
279,598.04
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株式会社インターネット総合研究所

中間貸借対照表
単位:千円

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

1 1,325,207 3,832,714 2,057,950
2 137,772 202,983 242,783
3 － 3,803,376 301,984
4 25,328 29,918 39,501

1,488,309 13.3 7,868,993 69.2 2,642,219 23.5
Ⅱ

1 ※ 1 76,927 0.7 46,679 0.4 72,144 0.6
2 7,851 0.1 8,556 0.1 8,554 0.1
3

投 資 有 価 証 券 2,683,048 1,057,491 2,368,337
関 係 会 社 株 式 6,000,376 1,211,600 4,953,562
出 資 金※ 2 571,462 1,069,364 1,041,201
そ の 他 353,180 112,158 166,318
貸 倒 引 当 金 △ 51,669 － －

9,556,398 85.9 3,450,613 30.3 8,529,419 75.8
9,641,178 86.7 3,505,848 30.8 8,610,118 76.5

Ⅲ － － 483 0.0 － －

11,129,488 100.0 11,375,325 100.0 11,252,338 100.0

(4)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

資 産 合 計

(5)

(2)
(3)

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

有 形 固 定 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 価 証 券

（　資　産　の　部　)

流 動 資 産

科　　目

　　　　　　　　期　　別

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

前事業年度の要約貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）
第６期　中間会計期間末

（平成 13年 12月 31日現在）
第５期　中間会計期間末

（平成 12年 12月 31日現在）

2



株式会社インターネット総合研究所

単位:千円

 金額 構成比  金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

1営 業 未 払 金                    107,766                      25,247 49,450
2そ の 他                    102,900                      46,299 122,417
流 動 負 債 合 計                    210,666 1.9                      71,546 0.6 171,867 1.5

Ⅱ 固 定 負 債                    142,256  －  －

固 定 負 債 合 計                    142,256 1.3  － －  － －

負 債 合 計                    352,922 3.2                      71,546 0.6 171,867 1.5

Ⅰ 資 本 金                 2,081,000 18.7                 2,050,000 18.0 2,050,000 18.2
Ⅱ 資 本 準 備 金                 9,451,666 84.9                 9,421,000 82.8 9,421,000 83.7
Ⅲ 欠 損 金

当 期 未 処 理 損 失 952,147 167,220 390,529
欠 損 金 合 計 952,147 △ 8.6 167,220 △ 1.4 390,529 △ 3.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 196,046 1.8  － －  － －

資 本 合 計               10,776,565 96.8               11,303,779 99.4 11,080,470 98.5
負 債 ・ 資 本 合 計               11,129,488 100.0               11,375,325 100.0 11,252,338 100.0

（　資　本　の　部　）

（　負　債　の　部　)

第５期　中間会計期間末

（平成 12年 12月 31日現在）
科　　目

前事業年度の要約貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）
期　　別 第６期　中間会計期間末

（平成 13年 12月 31日現在）
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株式会社インターネット総合研究所

中間損益計算書
単位:千円

百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 522,118 522,118 100.0 501,106 501,106 100.0 1,055,146 1,055,146 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 437,688 437,688 83.8 290,962 290,962 58.1 633,243 633,243 60.0

売 上 総 利 益 84,429 16.2 210,143 41.9 421,902 40.0

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 333,947 64.0 341,099 68.0 696,392 66.0

営 業 損 失 249,517 △ 47.8 130,955 △ 26.1 274,489 △ 26.0

Ⅳ 営 業 外 収 益※1 11,910 2.3 10,514 2.1 38,811 3.7

Ⅴ 営 業 外 費 用※2 26,359 5.0 38,106 7.6 64,404 6.1

経 常 損 失 263,966 △ 50.5 158,547 △ 31.6 300,082 △ 28.4

Ⅵ 特 別 利 益 2,192 0.4 － － － －

Ⅶ 特 別 損 失 297,127 56.9 10,000 2.0 87,361 8.3

税 引 前 当 期 純 損 失 558,901 △ 107.0 168,547 △ 33.6 387,444 △ 36.7

法人税、住民税及び事業税 2,717 3,519 7,932

法 人 税 等 調 整 額 － 2,717 0.5 36,994 40,513 8.1 36,994 44,926 4.3

当 期 純 損 失 561,618 △ 107.5 209,061 △ 41.7 432,370 △ 41.0

前期繰越利益又は損失(△) △ 390,529 41,840 　 41,840

未 処 理 損 失 952,147 167,220 390,529

金額 金額

第６期  中間会計期間 第５期  中間会計期間
自　平成 12年   7月  1日
至　平成 12年 12月31日

自　平成 13年   7月  1日
至　平成 13年 12月31日

前事業年度の要約損益計算書

金額

自　平成 12年   7月  1日
至　平成 13年  6月30日

科　　目

期　　別
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(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項)

第６期　中間会計期間 第５期　中間会計期間 前事業年度

自　平成13年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日

至　平成13年12月31日 至　平成12年12月31日 至　平成13年12月31日

１ 資産の評価基準及び (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

評価方法 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　 同左 同左

②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券

時価のあるもの： 時価のあるもの：

　　中間決算末日の市場価格等 移動平均法による原価法 同左

　に基づく時価法（評価差額は 時価のないもの：

　、全部資本直入法により処理 移動平均法による原価法

　し、売却原価は移動平均法に

　より算定している）

時価のないもの：

移動平均法による原価法　

２ 固定資産の減価償却 (1)有形固定資産：定率法 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産：定率法

の方法 　なお、建物については8～15年 ･･･定率法を採用しております。 　なお、建物については8～15年

、工具器具備品については3～10 、工具器具備品については3～10

年で償却しております。 年で償却しております。

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産

･･･定額法によっております。 ･･･定額法によっております。

　ただし、自社利用ソフトウェ 　ただし、ソフトウェアについ 同左

アについては利用可能期間（５ ては、ソフトウェアから組成さ

年）に基づく定額法によってお れる販売用ソフトの販売見込期

ります。 間で、毎期均等額を償却してお

ります。なお、自社利用ソフト

ウェアについては利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般の債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、

個別に回収の可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

期　　別

項　　目
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(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項)

第６期　中間会計期間 第５期　中間会計期間 前事業年度

自　平成13年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日

至　平成13年12月31日 至　平成12年12月31日 至　平成13年 6月30日

４ リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に 同左 同左

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ その他中間財務諸表作 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理

成のための基本となる 　消費税等の会計処理は、税抜 　消費税等の会計処理は、税抜

重要な事項 方式によっております。なお、 同左 方式によっております。

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

(2)投資事業組合への出資金の (2)投資事業組合への出資金の (2)投資事業組合への出資金の

会計処理 会計処理 会計処理

　組合契約に規定されている決

算報告日に応じて入手可能な最 同左 同左

近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によ

っております。

期　　別

項　　目
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株式会社インターネット総合研究所

(追加情報)

(金融商品に係る会計基準について) (金融商品に係る会計基準について) (金融商品に係る会計基準について)

　金融商品については、当中間会計期間 　金融商品については、当中間会計期間 　金融商品については、当事業年度より

より、その他有価証券のうち時価のある より金融商品に係る会計基準（「金融商 金融商品に係る会計基準（「金融商品に

ものの評価方法について、金融商品に係 品に係る会計基準の設定に関する意見書」 係る会計基準の設定に関する意見書」

る会計基準（「金融商品に係る会計基準 （企業会計審議会　平成11年 1月22日）） （企業会計審議会　平成11年 1月22日））

の設定に関する意見書」（企業会計審議 を適用しております。 を適用しております。

会　平成11年 1月22日））を適用してお 　この変更による当中間期の損益への影   ただし、その他有価証券については、

ります。 響はありません。 時価評価を行わず、原価法を採用いたし

この結果、その他有価証券評価差額金 　平成12年大蔵省令第10号附則第 3項に ました。なお、これによる損益への影響

196,046千円、固定負債（繰延税金負債 よるその他有価証券に係る中間貸借対照 はありません。平成12年大蔵省令第 8号
)142,256千円が計上されております。 表計上額等は、次のとおりであります。 附則第 4項によるその他有価証券に係る

貸借対照表計上額等は、次のとおりであ

ります。

中間貸借対照表計上額 310,491 千円 貸 借 対 照 表 計 上 額 467,178 千円
時 価 334,592 千円 時 価 519,218 千円
その他有価証券評価差額
金 相 当 額 14,026 千円 評 価 差 額 金 相 当 額 30,156 千円
繰延税金負債相当額 10,074 千円 繰延税金負債相当額 21,882 千円

自  平成12年  7月  1日
至　平成13年  6月30日

第５期　中間会計期間 前事業年度第６期　中間会計期間

自  平成13年  7月  1日
至　平成13年12月31日

自  平成12年  7月  1日
至　平成12年12月31日
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株式会社インターネット総合研究所

(中間貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額

24,389 千円 12,325 千円 13,786 千円

※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価

  投資事業組合への出資のうち   投資事業組合への出資のうち 　投資事業組合への出資のうち

475,924千円については、平成13年 489,962千円については、平成12年 483,807千円については、平成13年3
9月30日現在の中間組合決算報告書、 9月30日現在の中間組合決算報告書、 月31日現在の組合決算報告書に基づ
 95,537千円については、平成13年  99,289千円については、平成12年 き、97,852千円については、平成12
6月30日現在の中間組合決算報告書 6月30日現在の中間組合決算報告書、 年12月31日現在の組合決算報告書に
に基づいて評価しております。 480,112千円については、平成12年 基づき、 459,542千円については、

6月30日現在の組合決算報告書に基 平成12年12月31日現在の中間組合決

づいて評価しております。 算報告書に基づいて評価しておりま

す。

前事業年度

平成13年  6月30日現在
第６期　中間会計期間末
平成13年12月31日現在

第５期　中間会計期間末
平成12年12月31日現在
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株式会社インターネット総合研究所

(中間損益計算書関係)

※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目

受取利息 627 千円 受取利息 8,228 千円 受取利息 15,121 千円
受取業務手数料 17,689 千円

※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目

組合損失 21,879 千円 支払利息 45 千円 支払利息 45 千円
組合損失 28,319 千円 組合損失 54,134 千円
営業権償却 7,997 千円 営業権償却 7,997 千円

※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額

有形固定資産 10,603 千円 有形固定資産 5,169 千円 有形固定資産 12,598 千円
無形固定資産 702 千円 無形固定資産 26,921 千円 無形固定資産 35,599 千円

前事業年度

至　平成13年  6月30日

第６期　中間会計期間

至　平成13年12月31日

第５期　中間会計期間

至　平成12年12月31日
自　平成13年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日 自　平成12年 7月 1日
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株式会社インターネット総合研究所

(リース取引関係)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認  リース物件の所有権が借主に移転すると認  リース物件の所有権が借主に移転すると認

 めるれるもの以外のファイナンス・リース  めるれるもの以外のファイナンス・リース  めるれるもの以外のファイナンス・リース

(1) リース物件の取得価額相当額、減価 (1) リース物件の取得価額相当額、減価 (1) リース物件の取得価額相当額、減価

  償却累計額相当額及び中間会計期間末   償却累計額相当額及び中間会計期間末   償却累計額相当額及び期末残高相当額

  残高相当額   残高相当額

単位:千円 単位:千円 単位:千円
有形固
定資産

無形固
定資産 合計

有形固
定資産

無形固
定資産 合計

有形固
定資産

無形固
定資産 合計

取 得 価 額
相 当 額 78,684 7,972 86,656

取 得 価 額
相 当 額 109,768 7,414 117,182

取 得 価 額
相 当 額 89,168 7,972 97,140

減 価 償 却
累計額相当額 44,938 3,942 48,880

減 価 償 却
累計額相当額 55,022 2,849 57,872

減 価 償 却
累計額相当額 45,863 3,125 48,989

期 末 残 高
相 当 額 33,745 4,030 37,776

期 末 残 高
相 当 額 54,746 4,564 59,310

期 末 残 高
相 当 額 43,304 4,846 48,151

(2) 未経過リース料中間会計期間末残高 (2) 未経過リース料中間会計期間末残高 (2) 未経過リース料期末残高

   相当額    相当額    相当額

1 年 内 18,549 千円 1 年 内 23,173 千円 1 年 内 20,757 千円
1 年 超 21,320 千円 1 年 超 38,519 千円 1 年 超 29,654 千円
合 計 39,870 千円 合 計 61,693 千円 合 計 50,411 千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 7,366 千円 　支払リース料 15,511 千円 　支払リース料 29,648 千円
　減価償却費相当額 6,547 千円 　減価償却費相当額 13,719 千円 　減価償却費相当額 26,331 千円
　支払利息相当額 735 千円 　支払利息相当額 1,887 千円 　支払利息相当額 3,470 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存 同左 同左

   価額を零とする定額法によっており

   ます。

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得 同左 同左

   価額相当額の差額を利息相当額とし

   、各期への配分方法は利息法によっ

   ております。

自　平成13年  7月  1日
至　平成13年12月31日

第５期　中間会計期間 前事業年度

自　平成12年  7月  1日
至　平成13年 6月30日

自　平成12年  7月  1日
至　平成12年12月31日

第６期　中間会計期間
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株式会社インターネット総合研究所

(有価証券関係)

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(重要な後発事象)

１ 子会社について １ 関連会社について １ 子会社について

① 　当社は、グローバルセンター･ジャパン ① 　当社は、下記のとおり平成13年 1月に 　当社は、子会社である株式会社ブロー

株式会社について、平成14年 1月24日に 共同出資による合弁会社を設立いたしま ドバンド・エクスチェンジに対して平成

アジア･グローバル･クロッシング社と同 した。 13年  7月30日及び平成13年  8月28日に、

社の株式の一部を譲渡する契約を締結し 　同社は当社の関連会社となります。 第三者割当の引受により追加出資いたし

ました。 会 社 名 ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ ました。追加出資の内容は以下のとおり

　また、平成14年 2月 8日開催の同社取 株式会社 であります。

締役会において、当社を引受先とする第 設 立 日平成13年 1月25日

三者割当増資の決議がされました。 資 本 金１億円 平成13年 7月30日実施分について
　これにより、同社は当社の子会社とな 当 社 出 資 額 35,000千円 資 本 金 400,000千円
ります。内容は以下のとおりであります。 共 同 出 資 者 ｷﾞﾌｺ株式会社 当 社 出 資 額 285,000千円(83.75％)

ｷﾞﾌｺﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ株式会社 事 業 内 容 ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

第三者割当について 株式会社ｺｽﾓ･ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ ｺﾝﾃﾝﾂ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

第1回目払込日平成14年 3月22日 事 業 内 容電子商取引市場の ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

当 社 出 資 額 495,650千円 運営管理

出資後持分比率 52.92％ 平成13年 8月28日実施分について
事 業 内 容データセンター事業 ② 　当社は、下記の会社に対し、平成13年 資 本 金 3,000,000千円

  2月に、第三者割当増資の引受により出 当 社 出 資 額 969,350千円(43.5％)

資を行いました。同社は当社の関連会社 事 業 内 容 同　　上

第2回目払込日平成14年 3月26日 となります。

当 社 出 資 額 203,900千円 会 社 名株式会社ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ・

出資後持分比率 60.83% ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ

事 業 内 容 同　　上 資 本 金 63,000千円
当 社 出 資 額 16,000千円

（25.4％）

譲渡契約について 主 要 株 主菊地　頼

買 取 の 時 期平成14年 3月29日 上村　喜一

譲 受 価 額 123,000千円 山崎　里仁

買取後持分比率 67.58% 事 業 内 容 ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱｸﾞﾘｹﾞｰｼｮﾝ並び

事 業 内 容 同　　上 に動画ｺﾝﾃﾝﾂのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
における配信事業。

前事業年度第５期　中間会計期間第６期　中間会計期間

至　平成13年12月31日 至　平成12年12月31日 至　平成13年  6月30日
自　平成12年  7月  1日自　平成12年  7月  1日自　平成13年  7月  1日
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③ 　当社は、平成13年 2月21日開催の取締

役会により、下記の会社の株式をエイパ

ックス・グロービス・パートナーズより

同社の株式の一部を買い取ることを決議

しました。

　これにより、同社は当社の関連会社と

なる予定です。

会 社 名株式会社ﾊﾟｿﾅﾃｯｸ

買 取 の 時 期平成13年 3月下旬予定
譲 受 価 額 26億5,200万円
（ 予 定 ）（2,040株　25.5%）

主 要 株 主 ｴｲﾊﾟｯｸｽ･ｸﾞﾛｰﾋﾞｽ･

ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

株式会社パソナ

事 業 内 容総合人材派遣・紹介等

２ 第三者割当による出資の引受について

  当社は、平成13年 2月21日開催の取締

役会により、下記の会社に対し第三者割

当による出資の引受けを決議いたしました。

会 社 名株式会社パソナ

取 得 の 時 期平成13年 3月30日予定.
取 得 価 額 10億100万円
（ 予 定 ）（715株　2.86%）

事 業 内 容総合人材派遣・紹介等

至　平成13年12月31日 至　平成12年12月31日 至　平成13年  6月30日

第６期　中間会計期間 第５期　中間会計期間 前事業年度
自　平成13年  7月  1日 自　平成12年  7月  1日 自　平成12年  7月  1日
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